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経 サービス方策の種類 積載能力 1航路あｽり寄航 船腹量 ・度 ｝乱 翻，度 所　時閉
大型化 △ ▼
経済性の向上策 増加 △ ▼ ▲
滅少 △ ▼
小型化 ▼ △
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航路区分 APLMS CMAHA ML PN
北米 一 一 一
?
一 三
南米 一 新設 新設 二
欧州
?
一 三 三 一 一







































































































航路区分 APLMS CMAHA ML PN
北米 一 一 一
?
一 三
南米 一 新設 新設 二
欧州
?
一 三 三 一 一
アフリカ 新設 三 新設 三
?
一
中東・西アジア 新設 新設 ? 一 三
東南アジア 三 五 撤退 撤退 二
A類型（APLとMS）
　・既存航路に経営資源の集中と新規航路への進出を図っている。具体的には、次のよう
　　な再配置を行っている
　　APL及びMSは北米と東南アジア航路において、　M＆A後に船腹量シェアを10数％ま
　で拡大した。これにより、経営資源の集中による航路シェアの拡大を図り、競合他社に
　勝る輸送サービスの提供を目指している。北米航路では、大型船を用いてコンテナー個
　当たり輸送コスト低減による経済性の向上を図りながら、寄港回数を減らして高速性を
　高める。東南アジアでは、小型船を投入し、航路を増設して寄港頻度を向上させ、他の
　船脚が寄港しない港を回ることにより、競合他社に勝る輸送サービスの提供を財旨して
　いる。
　　また、APLはアフリカ、中東・西アジアに、　MSは中東・西アジアに新しい航路を新
　設し、事業の拡大を図るとともに輸送ネットワークの拡大によるサービスの向上を図っ
　ている。
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B類型（ML、　HA、　CMA）
　・新しい航路に輸送サービスを展開し、グローバル・輸送サービスを提供することに重
　　点をおいている。なお、CMAとHAが東南アジア航路から撤退しているが、実質的
　　には、他の航路で東南アジアに寄港しているため、全世界輸送サービスを提供してい
　　ることが言える。具体的には、次のような再配置を行っている。
　　MLは南米航路において四つの航路を薪設し、船舶を29隻に投入している。　HAは一
　つの航路を新設し、船舶を4隻に投入している。CMAはアフリカ航路に新しい航路を三
　っ新設し、21隻を投入している。
C類型（PN）
　・既存航路における経済性の強化を図り、競合他社との競争に勝ることを目指している。
　　具体的には、次のような再配置を行っている。
　　PNは輸送サービスを提供している北米、南米、欧州、そしてアフリカの四つの航路
　　において船舶の大型化を図り、経済性の向上による収益の向上を狙っている。
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4．5本章のまとめ
　現代の定航海運市場において、経済性の向上やサービス質を改善することが競争力の強
化に役立ち、多様かっ高度な荷主のニーズに対応することとなる。定航船社がM＆A後にい
かに経営資源を再配置するべきか？実施可能の手段及び各手段の効果を示した。
　また、航路別に荷動き状況が異なることから、定航船社が最適航路を確保し、効率的な
輸送サービスを展開する必要がある。このため、本章では過去M＆Aの再配置経験から航路
別に経営資源の再配置の特徴を分析した。
　北米と欧州航路：船舶の大型化を主として実施していますが、80％以上のM＆Aが実施し
ている。また北米航路では欧州航路と異なり、寄港回数の削減を実施している定航船社が
多く、80％以上の瞼Aが採用しています。輸送量が増加している北米航路と欧州航路にお
いては、日勤社が船舶の大型化により、経済性の向上を目指すことが分かった。
　南米、アフリカ、中東航路：新興の市場として各層社がだんだん重視され、M＆Aにより
該当区域の経営資源を獲得し、薪しいサービスを開始する。マーケットの拡大により取引
量の増大を期待することができる。また、M＆A前から該地域に航路を開設している企業は
船型を大型化することが顕著な特徴と言える。
　東南アジア航路：短距離輸送するため、1航路当たりの寄港回数が少ない。船舶の大型
化による密度の経済性の向上を図ります。なお、積載率の関係から寄港回数の削減が見ら
れない。
　これらの特徴は将来に定航船社：が経営資源を再配置するときに役に立つと考え、本章に
おいて明らかとなった。
　また、本章では各M齢事例の経営資源の変化を指標として、クラスター分析を行った。
経営資源を再配置するときに類似な行動を取ったM＆A事例をグループ分け、類型毎の再配
置特徴を整理した。
　A類型：既存航路に経営資源の集中と新規航路への進出を図っている。
　B類型：新しい航路に輸送サービスを展開し、グローバル・輸送サービスを提供すること
　に重点をおいている。なお、CMAとHAが東南アジア航路から撤退しているが、実質的
　には、他の航路で東南アジアに寄港しているため、全世界輸送サービスを提供している
　ことが言える。
　C類型：既存航路における経済性の強化を図り、競合他社との競争に勝ることを巨指して
　いる。
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第五章　結論
5．1結論
　20世紀の末は、産業のグローバル化の進展により、世界範囲に急激な輸送量の増加をも
たらした。定航船社が世界的な海上輸送を提供するためには、数多くの船舶を保有する必
要があり、このための定航船社問の提携やM＆Aが行われている。
　したがって、定航船社がM＆Aによって獲得した経営資源をどのように再配置するのかは
餅糊の経営に大きな影響を与えるため、非常に重要な意思決定である。その再配置の手段
について、過去の事例に基づき検討していく必要がある。
　本研究においては過去のM＆Aを対象とする。M＆A前後の経営資源を比較し、これによ
り経営資源の再配置の手段及び特徴を示した。
　第二章においては、定航海運の歴史から定航海運の現状及びM＆Aの現状を示した。並び
に、笹野海運におけるM＆Aの背景及び研究対象とするM＆Aを述べた。
　市場経済浸透、経済のグローバル化や∬革命がアライアンスとM＆Aを加速させた、特に
定評海運界において、海運同盟の崩壊や、米語海運法の改正による独禁法の適用除外も見
直されるようになり、さらに規模の経営の拡大により、アライアンスの再編や大型買収に
よる寡占少数化が進んでおり、世界をカバーできる輸送ネットワークの確立や船社：経営規
模拡大の確保のため、船社の経営にとって、ますます難しくなってくる。
　より厳しい競争の時代において、船会社がいかに勝ち残っていくことを重視してきた。
そのために、M飴を経営改善の手段として、輸送サービスの質的に向上やコスト合理化を目
指し、経営資源の再配置を行われていた。特に大規模なM飴を活発する1997年と2005年
に注罠必要があることを確認した。大規模なM＆Aを行った時に、定航船社がどのように経
営資源を再配置したのかを考察すれば、将来、船社が経営資源を再配置する際に知見を得
ることができる。第三章以降において、M＆A後に定航船社がどのように経営資源を再配置し
たのかについて考察する。
　　第三章においては定航海運の基本式から、船腹量、一航路当たり寄港回数、積載能力
といった猪標が定航海運の経済性とサービスに影響することを確認した。
　経済性の向上策としては船型の大型化、1航路当たり寄港回数の増加および船腹量の減少
である。サービスの向上策としては、船型の小型化、1航路当たり寄港回数の減少及び船
腹量の増加である。また、定航海運の特徴に関する制約条件を考慮した上で、定航船社が
M＆A後に経営資源を再配置する時に、実施する可能の手段を六つに整理した。
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　第四章においては、定航海運における六つのM＆A事例を対象にM＆A前後の船腹量などの
比較を行い、経済性及びサービス面からの再配置の狙いを分析した。
　分析の結果、船舶の大型化を基本とした再配置手段が多く採用され、また、北米や欧州
のように競争が激しい航路では、寄港回数の削減による所要時間の短縮といったサービス
向上の競争も行われていることがわかった。南米、アフリカ、中東・西アジア航路では新
興の市場として各船社がだんだん重視され、M＆Aにより該当区域の経営資源を獲得し、新
しいサービスを開始する。また、M＆A前から該地域に航路を開設している企業は船型を大
型化することが顕著な特徴と言える。
　新興の市場としてだんだん重視され、M＆Aにより該当区域の経営資源を獲得し、新しいサ
ービスを開始する。マーケットの拡大により取引量の増大を期待することができる。また、
M＆A前から該地域に航路を開設している企業は船型を大型化することが顕著：な特徴と言え
る。
　また、クラスター分析を用いた醒＆Aの分類から、再配置に関する採用手段の違いが明ら
かとなった。
　A類型は既存航路への経営資源の集中と新規航路への進出で、B類型はグローバル・輸送
サービスを提供することに重点を置き、そしてC類型は既存航路における経済性の強化を
図るといった再配置に関する特徴を持っている。
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5．2今後の課題　　一
　競争の激しい定航海運において、今後も寡占化が続くと考える。本研究では、過去に行
った六つのM＆A事例に関して、経営資源の再配置の特徴を整理した。更なる深層な研究を
進める揚合、以下のいくつかの研究の不足点が今後の課題として挙げられる。
1．今回はM＆A前後の船隊、船舶、航路の変化から経営資源の再配置の特徴について分析
　を行ったが、今後はM＆Aの効果も含めて研究したい。経営資源の再配置はM＆A効果
　に与える影響を検証する必要があると考えられる。
2．また、環境に応じながら、各定航船社の目指している経済性とサービスの相違点を分析
　　し、定航海運業界における各船社のポジションニングを考察する必要があると考えられ
　る。
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